




































































































































































































































































































































































































































































































２億円超 ７．３％ ４．１％ ８８．５％







































































































































本則適用者 ８９．４％ ８５．６％ ７５．７％ ８６．１％ ８０．７％ ７３．８％ ６８．６％ ８５．２％ ７４．５％ ９３．６％
簡易適用者
８１．７％ ７５．４％ ６１．８％ ５９．２％ ５４．３％ ５７．１％ ５６．８％ ３９．９％ ３６．０％ ４４．３％
サンプル対象者数 ４２０者 ５７４者 ７２４者 １００者 １０者 ７２３者 ２２７者 １，２９１者 １２１者 ２４８者 ４，４３８者
簡易事業区分
第１種 第２種 第３種 第４種 第５種



































































































































































































































































































































































































































































































































































途を辿っている。（国税庁 HP http : //www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/tokei.
htm 「統計年報」より統計情報 平成２０年９月１７日にアクセス）。
（３９） 税制調査会 HP http : //www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/b 47 kai 2.pdf 平成１８
年６月１６日第４７回総会第５６回基礎問題小委員会合同会議提出資料３８頁「簡易
課税制度の適用状況」より 平成２０年９月１７日にアクセス。
































































http : //www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h 18−kaku/18 s 13 n_jp.xls 内閣府 HP 平 成１８
年度国民経済計算確報より 平成２０年１０月３日にアクセス。
家計調査年報 http : //www.stat.go.jp/data/kakei/2006 np/index.htm 統計局 HP
平成１８年家計調査年報より 平成２０年１０月３日にアクセス。
消費税税額
http : //www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/shohi 2006/syouhi.htm
国税庁 HP 統計情報 間接税消費税より 平成２０年１０月３日にアクセス）。
益税の内訳を考えてみると，大半の益税が免税点制度により生じる益税で
はなく，簡易課税制度により生じる益税であると考えられる。なぜならば，
税制調査会の資料によると，免税点が３千万円以下であった平成１２年度当時
で，事業者数のうち免税事業者数の占める割合は６２％（事業者数５９３万者のう
ち３６８万者）であるのに対し，事業者の課税売上高全体のうち免税事業者の課
税売上高の占める割合は，わずかに２．５％（課税売上高１，３４５兆円のうち３４兆
円）であった。また，免税事業者のうち１千万円以下の事業者数は約２３１万者
（免税事業者全体の約６３％）であることを考慮すれば，その割合はさらに小
さくなる。したがって，１千万円以下の事業者につき，みなし仕入率を３区
分程度に縮小した結果，業種によっては益税が増加したとしても，税額全体
に及ぼす影響は少ないものと考えられる。
（４７） クロヨンとは，一般的に所得の捕捉率を言い，給与所得者が９割，自営業
者は６割，農業所得者は４割という意味（それぞれの数字をつなげて読むと
クロヨンとなる）で，税制の不公平感を表現した造語である。
消費税制度におけるインボイス方式導入の提言
１６７
